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はじめに

もくじ

　美濃加茂市では、「市民の皆さんの目線に立った情報公開、そして市民参画の推進」を基本

とし、行政に関する情報を可能な限り公表することで、多くの市民の皆さんにさまざまな分野

に積極的に参加していただきたいと考えています。

　今回発行いたしました「美濃加茂市決算概要2016」は、これまでの決算書や決算実績報告書

に加え、グラフ等を使用し、市の決算をわかりやすくお知らせすることを目的に作成していま

す。

　これからも市民の皆さんに、少しでも市の予算、決算についてご理解いただけるよう、わか

りやすい財政情報の公表を積極的に進めていきます。



■平成２８年度　一般会計・特別会計歳入歳出決算額 （単位：千円）

歳 入 総 額 歳 出 総 額
歳 入 歳 出
差 引 額

繰越明許費
継 続 費
逓次繰越額

事故繰越し
繰 越 額

実 質 収 支

21,738,666 20,320,379 1,418,287 207,848 59,673 0 1,150,766

国 民 健 康 保 険 会 計 6,142,749 5,995,027 147,722 0 0 0 147,722

介 護 保 険 会 計
（ 保 険 事 業 勘 定 ）

3,748,541 3,576,243 172,298 0 0 0 172,298

介 護 保 険 会 計
（ サ ー ビ ス 事 業 勘 定 ）

5,075 4,803 272 0 0 0 272

後 期 高 齢 者 医 療 会 計 554,044 521,245 32,799 0 0 0 32,799

介護認定・障がい者自立支援
認 定 審 査 会 会 計

35,667 32,834 2,833 0 0 0 2,833

古 井 財 産 区 会 計 1,286 1,014 272 0 0 0 272

山 之 上 財 産 区 会 計 1,030 689 341 0 0 0 341

小 計 10,488,392 10,131,855 356,537 0 0 0 356,537

32,227,058 30,452,234 1,774,824 207,848 59,673 0 1,507,303

＊ 実質収支とは、歳入歳出差引額から翌年度へ繰越すべき財源（ 繰越明許費など） を引いたものです。
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百万円 一般会計・特別会計 歳入・歳出決算規模の推移

全会計の歳入決算は、平成２７年度と比較して３．７％増の３２２億２，７０６万円でした。
会計別の歳入決算では、一般会計は９億７，８０３万円の増、特別会計では、国民健康保険会計は前期高齢者交付金
及び一般会計からの繰入金の減少により９，７９５万円減少し、介護保険会計は保険給付費の増により、支払基金交付
金などが増加したため、２億２，０１３万円増加しました。
そのため、特別会計全体では、１億６，０７３万円の増となりました。

また、一般会計の実質収支は、３８．１％減の１１億５，０７７万円でした。

１一般会計・特別会計決算の状況
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一般会計の歳入決算額は、４．７％増の２１７億３，８６７万円でした。
市税では、個人市民税が平成２７年度と比較して１億１，１６４万円の増、法人市民税が４，０６２万
円の減、固定資産税が９，１５４万円の増となるなど、市税全体では２．３％増の８４億９，８９９万円
でした。

地方交付税は、平成２７年度と比較して、普通交付税が１６．６％減の１５億９，７０８万円、特別交

付税が１１．９％減の５億７７５万円となり、全体で３億８，６５３万円減の２１億４８３万円でした。
市債は、山手小学校耐震補強及び大規模改造事業や臨時財政対策債の減により、３３．３％減の９億
８，５３３万円でした。

一般会計の歳出決算額は、８．０％増の２０３億２，０３８万円でした。

歳出のうち、平成２７年度からの繰越事業費は４億６，５７１万円で、主な事業として生涯学習施設整

備事業（ 加茂野交流センター） 、かわまちづく り整備事業や臨時福祉給付金給付事業などが挙げられま

す。

歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支額は、２７．４％減の１４億１，８２９万円でした。
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一般会計歳入・歳出決算規模の推移百万円

２一般会計歳入・歳出決算額
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【 前年度と比較した主な増減内容】
・ 個人市民税 １億１，１６４万円
・ 法人市民税 △４，０６２万円
・ 固定資産税 ９，１５４万円
・ 年金生活者等支援臨時福祉給付金 △１億２，８７６万円
・ 生活等緊急支援交付金（ プレミアム付商品券） △６，６２４万円
・ 学校施設環境改善交付金 ４，３５３万円
・ 地方消費税交付金 △７，８２２万円
・ 社会保障財源交付金 △３，７３３万円

・ ふるさと納税 ７億３，２４５万円

・ 前年度繰越金 １２億４，１２２万円
・ 明許繰越金 △４億７３５万円
・ 継続費逓次繰越金 ７６６万円
・ 事故繰越金 △１億１，８３５万円
・ 加茂野交流センター整備事業 １億８８０万円
・ 小学校耐震補強及び大規模改造事業△３億９，３２０万円
・ 臨時財政対策債 △２億３，３２７万円

*数値は万円未満を四捨五入していますので、合計が合わない場合があります。

市税　  　１億９，１１３万円　（ ２．３％）

国庫支出金　△５，３２８万円
　　　　　　　　　　　　   （ △２．３％）

繰越金　　　７億２，３１８万円
                                   　 （ ５８．８％）

地方消費税交付金　　△１億１，５５５万円
　　　　　　　　　   　　　（ △１１．１％）

地方債　　△４億９，１５７万円
　　　　　　　　　　　　（ △３３．３％）

寄附金　　　７億３，４６０万円
　　　　　　　　　　　　（ ２９９．８％）

市税
8,499
39.1%

地方譲与税
226
1.0%

その他
1,195
5.7%

地方交付税
2,105
9.7%

分担金及び負担金
458
2.1%

使用料及び手数料
247
1.1%

国庫支出金
2,246
10.3%

県支出金
1,194
5.5%

寄附金
980
4.5%

繰入金
836
3.8%

繰越金
1,954
9.0%

諸収入
814
3.7%

市債
985
4.5%

一般会計の歳入は、平成２７年度と比較して９億７，８０３万円、４．７％増の２１７億３，８６７万円で
した。これは、市税、寄附金、前年度からの繰越金などが増加したことによるものです。
歳入の内訳を款別に見ると、市税が歳入の３９．１％を占め、次に国庫支出金が１０．３％、地方交付税が
９．７％と続いています。
市税総額は、平成２７年度と比較して１億９，１１３万円の増となりました。内訳としては、個人市民税が
前年度と比較して４．１％の増、法人市民税が４．０％の減でした。
地方交付税は、１５．５％減の２１億４８３万円、国庫支出金は、年金生活者等支援臨時福祉給付金や生活
等緊急支援交付金（ プレミアム付商品券） などの減により、２．３％減の２２億４，５５４万円、寄附金は、
ふるさと納税が大幅に増加したことにより、２９９．８％増の９億７，９６３万円でした。

また、繰越金は５８．７％増の１９億５，４１３万円、市債は３３．３％減の９億８，５３３万円でした。

歳入決算の概要 【単位：百万円】

３歳入決算の概要
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一般会計の歳入の推移を款別にみると、平成２８年度では個人市民税及び固定資産税が増加し、法人市
民税が減少しましたが、１億９，１１３万円増の８４億９，８９９万円となりました。

地方交付税は、平成１４年度の３１億９，１８２万円をピークに平成２０年度には１６億７，８４０万
円まで減少しました。平成２８年度は、普通交付税、特別交付税がともに減少したことにより、地方交付
税全体で平成２７年度と比較して３億８，６５３万円減の２１億４８３万円でした。

国庫支出金は、加茂野交流センター建設に伴い社会資本整備総合交付金が増加しましたが、年金生活者
等支援臨時福祉給付金の終了などにより、５，３２８万円減の２２億４，５５４万円でした。

市債は、平成２７年度は、山手小学校耐震補強及び大規模改造事業や加茂野交流センター整備事業など

があり、総額で１４億７，６９０万円でした。平成２８年度は、加茂野交流センター整備事業や学校施設

環境改善交付金（ 山手小学校増改築事業） などがありましたが、臨時財政対策債が２億３，３２７万円減

少し、全体として、４億９，１５７万円減の９億８，５３３万円となりました。

また、歳入に占める自主財源比率は、ふるさと納税にかかる寄附金の増加により７．４％増の６３．
６％となり、平成１８年度の三位一体改革前の水準（ ６０．１％） を上回りました。
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歳入決算の推移百万円

４歳入決算の推移
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【 自主財源】
地方公共団体が自主的に収入しうる、いわば自前の財源のことを指し、地方税、分担金及び負担金、使用
料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入がこれに該当します。

【 予算科目】
地方公共団体の予算は、歳入歳出ともに款、項、目、節に分類されます。歳入の場合は、その性質により
各款（ 市税、地方交付税、国庫支出金など） に大別し、歳出の場合は、その目的により各款（ 議会費、総務
費、民生費など） に区分しています。

自主財源比率等の推移

用語解説

％
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*数値は百万円未満を四捨五入していますので、合計が合わない場合があります。

市税決算額は、８４億９，８９９万円となり、平成２７年度と比較して１億９，１１３万円増加しました。

主な税目別で見ると、市民税のうち個人市民税は１億１，１６４万円の増、法人市民税は４，０６２万円の
減、固定資産税は償却資産が増加したことにより、９，１５４万円の増となりました。
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市税収入額と収納率の推移百万円

個人・法人市民税、固定資産税の推移百万円

５市税の推移
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普通交付税は、平成２７年度と比較して３億１，７９３万円減の１５億９，７０８万円でした。

特別交付税は、普通交付税で捕捉されない特別の財政需要（ 災害など） に対して交付されるもので、平

成２８年度は６，８６０万円減の５億７７５万円でした。
普通交付税と特別交付税を合わせた地方交付税の総額は、平成２７年度の２４億９，１３６万円に対
し、平成２８年度は、３億８，６５３万円減の２１億４８３万円でした。

■ 普通交付税＝基準財政需要額－基準財政収入額

財政力指数は、平成２８年度は０．７９となりました。
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地方交付税と財政力指数の推移

【 地方交付税制度】
地方公共団体の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む人にも一定の行政サービスが提供できるよう、財
源を保障する制度です。

【 基準財政収入額・ 基準財政需要額】
基準財政収入額とは、標準的な状態で見込まれる税収入を一定の方法によって算定した額です。
基準財政需要額とは、地方公共団体が合理的かつ妥当な水準で行政運営をするための財政需要を、一定の
方法で算定した額です。

【 財政力指数】
財政力を示す指標で、この数値が大きいほど財政力が豊かであり、１を超える場合は普通交付税が不交付
となります。上記の指数は、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値で過去３か年の平均値で
す。

百万円

用語解説

６地方交付税と財政力指数
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・ 財政管理事業 ７億３，０３２万円
・ ふるさと納税推進事業 ９億８，２６８万円

・ 国民健康保険会計繰出金（ 保険給付費） △４，６１６万円

・ 自立支援費介護給付事業 ５，２０８万円

・ 私立保育園運営費等補助事業 ９，８０４万円

・ 木曽川右岸用水関連事業 ７，０１１万円

・ 里山再生事業 １，３５５万円

・ 小学校増改築事業 ４，８３３万円

・ 小学校耐震補強及び大規模改造事業[H26繰越]△５億４，３６５万円

・ 生涯学習施設整備事業（ 加茂野） ６，２６４万円

・ 生涯学習施設整備事業（ 加茂野） [H27繰越]１億２，１２８万円

・ 生涯学習センター施設維持管理事業[H26繰越]△１億７３６万円

＊数値は万円未満を四捨五入していますので、合計が合わない場合があります。

【 前年度と比較した主な増減の内容】

民生費　　１億４２９万円（ １．６％）

総務費　１６億３，４５４万円（ ６９．９％）

農林業費　１億６０１万円（ ２１．９％）

教育費　△２億１，８９３万円（ △８．２％）

一般会計の歳出は、２０３億２，０３８万円で、平成２７年度と比較して１５億１，３８７万円、８．０％の増
となりました。

総務費では、ふるさと納税推進事業や財政管理事業（ 財政調整基金積立金） の影響により増加しています。
民生費では、自立支援費介護給付事業や私立保育園運営費等補助事業などにより増加しています。
農林業費では、木曽川右岸用水関連事業や里山再生事業などにより増加しています。
教育費では、山手小学校耐震補強及び大規模改造事業の完了などにより減少しています。

款別に構成比を見ると、民生費が６７億８４３万円で歳出全体の３３．０％を占め、続いて総務費、教育費、土
木費の順となっています。

議会費

164

0.8%

総務費

3,972

19.5%

民生費

6,708

33.0%衛生費

1,368

6.7%

農林業費

591

2.9%

商工費

687

3.4%

土木費

2,016

9.9%

消防費

674

3.4%

教育費

2,463

12.1%

災害復旧費

8

0.1%

【単位：百万円】【単位：百万円】【単位：百万円】

公債費
1,669
8.2%

歳出決算の概要（目的別）

７歳出決算の概要
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【 前年度と比較した主な増減の内容】
・ 財政調整基金積立金 ９億６，３６２万円

・ ふるさと納税基金積立金 ３億３０２万円

・ 美濃加茂商業ビル維持管理運営事業 ２，４３２万円

・ ふるさと納税推進事業 ４億４，８１８万円

・ 公立保育園施設管理運営事業 ７，２６２万円

・ 住宅保全管理事業 △１，３４１万円

・ 地籍調査委託事業 △１，０４９万円

・ 私立保育園運営費等補助事業 １億１，２８０万円
・ 生涯学習施設整備事業（ 加茂野交流センター） [H27繰] １億１，７９１万円

・ 小学校耐震補強及び大規模改造事業[H26繰] △５億４，３６５万円

・ 生涯学習センター施設維持管理事業[H26繰] △１億７３６万円

・ 私立保育園運営費等補助事業[H26繰] △２億４，３０１万円

・ 年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業[H27繰] １億６４４万円
＊数値は百万円未満を四捨五入していますので、合計が合わない場合があります。

補助費等　△８，７３０万円（ △２．４％）

・ 中小企業支援事業 △８００万円

積立金　１２億７，１７０万円（ ５５３．
８％）

維持補修費　３，５９４万円（ ５６．７％）

物件費　６億９，３５５万円（ ２０．５％）

扶助費　１億２，３３４万円（ ３．５％）

普通建設事業費　△４億９，４２８万円
　　　　　　　　　　　　　（ △２３．５％）

投資及び出資金・ 貸付金　△８００万円
　　　　　　　　　　　　　（ △３．３％）

歳出を性質別分類で見ると、物件費が最も多く ２０．１％でした。続いて、扶助費、補助費、人件費の順でし
た。

平成２７年度と比較して増加したものは順に、積立金（ ５５３．８％） 、維持補修費（ ５６．７％） 、物件費
（ ２０．５％） 、扶助費（ ３．５％） でした。積立金は、財政調整基金及びふるさと納税基金の積立金が主な増
加要因です。

一方、平成２７年度と比較して減少したものは順に、投資的経費のうち普通建設事業費（ △２３．５％） 、投資
及び出資・ 貸付金（ △３．３％） 、補助費（ △２．４％） 、公債費（ △１．８％） 、人件費（ △０．４％） でし
た。

普通建設事業は、生涯学習施設整備事業（ 加茂野交流センター） [H27繰越事業]を行ったものの、平成２７年
度の小学校耐震補強及び大規模改造事業[H26繰越事業]及び生涯学習センター施設維持管理事業[H26繰越事業]の
終了により減少しました。

人件費

2,413

11.9%

物件費

4,084

20.1%

維持補修費

99

0.5%扶助費

3,659

18.0%

補助費

3,478

17.1%

公債費

1,669

8.2%

積立金

1,501

7.4%

投資及び出資金・

貸付金

235

1.2%

繰出金

1,567

7.7%

投資的経費

1,615

7.9%

【単位：百万円】

歳出決算の概要（性質別）
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教育費

◆学校教育や社会教育などに使う費用

４４，０２０円
【情報教育推進事業】

総務費

◆地域振興や一般事務などに使う費用

７０，９８９円
【交通安全対策事業】

土木費 【かわまちづくり整備事業】３６，０４０円

◆道路やまちづくりなどに使う費用

公債費

◆借入金（市の借金）の返済や利息の支払いに使う経費

２９，８２５円

平成２８年度の２０３億２，０３８万円を市民一人当たりに換算すると３６３，１８２円でした。

民生費

・児童手当等支給事業

・私立保育園運営費等補助事業

・公立保育園施設管理運営事業

・福祉医療費助成事業

１１９，８９８円

◆各種福祉事業などに使う費用

【公立保育園施設管理運営事業】

８市民一人当たりの歳出額と主な事業

・ふるさと納税推進事業

・財政管理事業

・交通安全対策事業

・フロム０歳プラン推進事業

・情報教育推進事業

・生涯学習施設整備事業（加茂野交流センター）

・バリアフリー事業

・橋りょう補修事業

・加茂川総合内水対策事業
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消防費

◆消防設備や消防団運営などに使う費用

１２，０４３円
【消防団活動事業】

商工費

◆観光や商工業の振興などに使う費用

１２，２８４円
【美濃加茂商業ビル維持管理運営事業】

衛生費

◆市民の皆さんの健康管理やごみ処理などに使う費用

２４，４４５円
【予防接種事業】

農林業費

◆農業や林業の振興などに使う費用

１０，５６５円
【里山再生事業】

議会費

◆市議会の運営に使う費用

２，９２３円

災害復旧費

◆台風や大雨などにより被害を受けた施設などの復旧に使う費用

１５０円

＊市民一人当たりの歳出額は、平成２８年４月１日現在の人口（５５，９５１人）で計算しています。

・妊婦健康診査・不妊治療費助成事業

・がん検診事業

・予防接種事業

・企業工業振興事業

・中小企業支援事業

・美濃加茂商業ビル維持管理運営事業

・消防団活動事業

・可茂消防事務組合負担金

・消防施設整備事業

・木曽川右岸用水関連事業

・有害鳥獣捕獲対策事業

・里山再生事業
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＊数値は百万円未満を四捨五入していますので、合計が合わない場合があります。

目的別に歳出決算額の推移を見ると、総務費は、ふるさと納税推進事業や財政調整基金積立金の増加に
より、１６億３，４５４万円の増となりました。

民生費は、児童福祉法、老人福祉法、障害者自立支援法などに基づいて支給する費用の増加に伴って、
年々 上昇しています。平成２８年度については、年金生活者等支援臨時福祉給付金[H27繰越事業]や私立
保育園運営費等補助事業などの影響で、前年度と比較して１億４２９万円の増となっています。

農林業費は、木曽川右岸用水関連事業や里山再生事業などの影響により、１億６０１万円の増となって
います。

土木費は、かわまちづく り整備事業が完了に近づいているため、減少傾向にあります。

教育費は、小学校耐震補強及び大規模改造事業[H26繰越事業]や生涯学習センター施設維持管理事業
[H26繰越事業]の完了などにより、２億１，８９３万円の減となっています。

公債費は、平成２４年度が一般会計の償還のピークになり、平成２８年度は、前年度と比較して３，１

１７万円減少しています。

219 197 211 175 180 164

2,609
2,199 2,186 2,352 2,337

3,972

5,445
5,480 5,630

6,185 6,604

6,708

1,434
1,398 1,394

1,455
1,397

1,368

408
489 521

515 485

591

649 673 888
608

689

687

2,305
2,145

2,145 1,941
2,071

2,016

575
600

792 486
661

674

2,329
1,995

2,064 2,217

2,682

2,463
2,149

2,231
2,097 1,903

1,700

1,669
11

2 0 4

0

8

0

2,500

5,000

7,500

10,000

12,500

15,000

17,500

20,000

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８(百万円)

議会費 総務費 民生費 衛生費 農林業費 商工費

土木費 消防費 教育費 公債費 その他

目的別歳出決算額の推移

９目的別歳出決算額の推移
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【 目的別分類】
地方公共団体の経費を、その行政目的によって議会費、総務費、民生費、衛生費、農林業費、商工費、土
木費、消防費、教育費などに分類することを目的別分類といいます。

【 性質別分類】
地方公共団体の経費を、その経済的性質を基準として、人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費
等、普通建設事業費、災害復旧事業費、公債費、積立金、投資及び出資金、貸付金、繰出金などに分類する
ことを性質別分類といいます。

用語解説
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・ 小学校空調整備事業

義務的経費（ 人件費、扶助費、公債費の合計） は、平成２８年度は前年度と比較して１．１％増の７
７億４，１０２万円でした。

人件費は、前年度と比較して９０５万円、０．４％減の２４億１，３１６万円でした。

扶助費は、平成２７年度の子育て世帯臨時福祉給付金がなくなりましたが、民間保育所運営費負担金
や自立支援費介護給付費が増加したため、１億２，３３４万円、３．５％増の３６億５，９１４万円で
した。扶助費は、高齢化の影響で、依然として増加傾向が続く と予測されます。

公債費は、平成２４年度のピークから、年々 減少しています。平成２８年度は、前年度と比較して

３，１１７万円、１．８％減の１６億６，８７１万円でした。

また、投資的経費は、生涯学習施設整備事業（ 加茂野交流センター） [H27繰越事業]、かわまちづく り
整備事業[H27繰越事業]を行いましたが、小学校耐震補強及び大規模改造事業[H26繰越事業]及び生涯学習
センター施設維持管理事業[H26繰越事業]の終了により、４億８，５８８万円、２3．１％減の１６億１
５０７万円でした。

7,808
7,891

7,670
7,751

7,658
7,741

2,116

1,667
1,398

1,681

2,101

1,615

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ H２８

義務的経費合計 投資的経費

百万円 義務的経費・投資的経費の推移

１０義務的経費・投資的経費
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2,705

2,663
2,529

2,451
2,368 2,383 2,422 2,413

2,126

2,883

3,130 3,209 3,205

3,464
3,536

3,659

1,984 2,072
2,149

2,231
2,097

1,903

1,700 1,669

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ H２８

人件費 扶助費 公債費

人件費・扶助費・公債費の推移百万円

【 義務的経費】
歳出のうち、その支出が義務付けられ任意に節減できない経費のことで、人件費、扶助費、公債費の３つ
の経費を指します。きわめて固定的な経費であり、財政の硬直性を測る指標となります。

【 投資的経費】
その支出の効果が資本形成に向けられ、ストックとして将来に残るものに支出される経費のことで、普通
建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費の３つの経費を指します。

用語解説
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（ 単位： 百万円）

２８年度① ２７年度② 増減額①－② 増減比率

歳入決算額 A 21, 739 20, 761 978 4. 7

歳出決算額 B 20, 320 18, 807 1, 513 8. 0

形式収支 C=A-B 1, 419 1, 954 △ 535

繰越財源 D 268 97 171

実質収支 E=C-D 1, 151 1, 857 △ 706

単年度収支 F △ 706 1, 241 △ 1, 947

G 574 △ 300 874

H 0 0 0

I =F+G+H △ 132 941 △ 1, 073
＊数値は百万円未満を四捨五入していますので、合計が合わない場合があります。

【 一般会計決算の状況】

基金積立（ △取崩し）

実質単年度収支

地方債繰上償還額

一般会計決算における実質収支は、１１億５，０７７万円でした。

また、財政調整基金への積立て（ 取崩し） や地方債繰上償還額を除いた正味の収支を表す実質単年

度収支は、１億３，２７１万円の赤字となりました。

今後は、毎年度収支の均衡を保持していくために、毎年度の増加収入でその年度の増加経費を賄う
財政運営に努めます。

1,246

1,656

1,058

1,355

616

1,857

1,152

△ 15

1,270

△ 294

746

△ 323

941

△132

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

実質収支 実質単年度収支

実質収支・ 実質単年度収支の推移百万円

１１一般会計決算の収支
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【 実質収支】
形式収支（ 歳入決算額から歳出決算額を差し引いたもの） から、翌年度に繰り越す事業に充てるため
の財源を差し引いたもので、当該年度に属すべき収入と支出の差を表しています。

【 単年度収支】
その年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いたもので、実質収支に含まれる前年度からの影
響（ 繰越金） を除いて、その年度の収支を表しています。

【 実質単年度収支】
１年間の収入でその年の支出を賄えたかを示す指標で、財政調整基金への積立て・ 取崩し、地方債の
繰上げ償還など黒字・ 赤字要素を排除して、実質的な単年度の収支を表しています。

【 プライマリーバランス】
市債の借入を除いた歳入（ 税収等） と、市債の償還費を除いた歳出（ 一般歳出） との間の基礎的財政
収支です。黒字であれば、過去の借金の返済以外の支出を借入金に依存せずに税収などで賄っているこ
とになり、正常な状態といえます。赤字の場合は、一般歳出に借金が充てられたことになり、後世代に
負担を回していることになります。

2,967

1,718

2,354

1,949

2,321 2,287

2,656

1,928
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過去１０年のプライマリーバランスの推移百万円

用語解説
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平成２８年度は、下記の算定式の分子となる経常経費充当一般財源は、平成２７年度と比較して物件費
が０．８％（ １，３８９万円） 増加し、扶助費が３．５％（ ４，２３８万円） 減少しましたが、経常経費
充当一般財源全体では０．２％（ １，８５８万円） の減少でほぼ同水準でした。

下記の算定式の分母となる経常一般財源は、平成２７年度と比較して地方消費税交付金が１１．１％
（ １億１，５５５万円） 、普通交付税が１６．６％（ ３億１，７９３万円） 減少したことなどにより、経
常一般財源全体で、４．５％（ ５億４，１６９万円） 減少し、経常収支比率は、４．１ポイント悪化しま
した。

●経常収支比率 ＝ 経常経費充当一般財源 ÷ 経常一般財源 × １００
（ ※経常収支比率は普通会計（ 決算統計） において算出した数値です。）
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経常収支比率（普通会計）の推移％

【 普通会計】
全国統一的な比較ができるようにした統計上の会計区分を言い、当市の場合、一般会計のほか、介護認
定・ 障がい者自立支援認定審査会会計のうち、障がい者自立支援認定審査会分を合算したものです。

用語解説

１２経常収支比率
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【 経常収支比率】
財政構造の弾力性を判断するための指標であり、人件費、扶助費、公債費などの経常経費に、地方税など
の経常的な一般財源収入（ 経常一般財源） がどの程度充当されているかを表したものです。一般的に都市に
あっては８０％程度が妥当と考えられます。
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公債費の経常収支比率 公債費を除く経常収支比率

経常収支比率の内訳（公債費と公債費以外）の推移％

上記のグラフは、経常収支比率を、公債費と公債費以外（ 人件費、扶助費、物件費、補助費、繰出金
など） に分けて示したものです。

経常収支比率は、平成２５年度以降交際費の比率は減少傾向にありましたが、平成２８年度は比率が
増加し、依然として高水準にあり注意が必要です。類似団体との比較（ 平成２７年度決算） では、当市
の場合、公債費を除く部分では、補助費に係る部分の経常収支比率が高くなっています。

経常収支比率の上昇は、義務的経費だけで財源が消えてしまい、財政運営の弾力性が失われているこ
とを表しています。今後も経常経費を抑えるなど、健全な財政運営に努めていきます。

用語解説
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地方公共団体の財政は、経済の不況などにより大幅な税収減に見舞われたり、災害の発生などにより思
わぬ支出を余儀なく されたりします。このような予期しない収入の減少や支出に備え、長期的な視野に
立った計画的な財政運営を行うため、財源に余裕がある年度には積立てをしておく ことが必要です。

平成２８年度は、財政調整基金、庁舎建設基金やふるさと納税基金などに積立てを行い、基金全体では
７億９，８９７万円増加しました。

今後も公の施設の更新経費など財源不足が見込まれますが、取崩しを抑えた財政運営ができるよう努力
していく とともに、ふるさと納税基金については将来のために効果的な使途に心がけていきます。

【 基金】
特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるために設置するもの（ 例えば、下水道事業や学校を
建設するために積み立てる現金など） と、特定の目的のために定額の資金を運用するために設置されるもの
（ 例えば、資金の貸付又は特定の事業や事務を運営するための原資金など） があります。

【 財政調整基金】
災害の発生などによる不測の支出増や急激な景気後退などによる大幅な税収減に備えるとともに、年度間
における財源の不均衡を調整するための基金です。

【 減債基金】
地方債の償還及びその信用維持のために設けられた基金です。
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積立基金残高の推移百万円

用語解説

１３積立基金
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＊数値は百万円未満を四捨五入していますので、合計が合わない場合があります。

平成２８年度は、市全体として借入を１６億７，０７３万円、償還（ 元金） を３０億９１万円行い、年
度末の市債残高（ 全会計の借金残高） は、３５１億９，１０６万円となりました。
残高のピークである平成１７年度末市債残高（ ４７４億５，２４３万円） と比較すると、１２２億６，
１３７万円減少しました。

市が借金するのには、大きく二つの理由があります。
一つは、資金の調達です。学校などを建設する場合、国や県の補助はあるものの、大部分を自己負担で
賄わなければなりません。この自己負担分を確保するために借金をします。
もう一つは、負担の平等を保つためです。学校は数十年にわたって利用し、多くの世代の人が受益者に
なります。このため、資金を１年で払った場合、一部の世代だけにその負担を課すことになるため、ある
程度の期間で平等に負担していく という意味も持っています。

市債残高を適正に保つよう、借入額を元金償還額以下に抑えるなど、計画的な市債の借入れに努め、市

民の皆さんの将来の負担を軽減します。
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市債残高（３会計）の推移
百万円

１４地方債
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＊後期高齢者医療会計繰出金には、後期高齢者医療連合への負担金が含まれています。
＊下水道事業会計には水道事業会計への負担金が含まれています。
＊その他繰出金は、定額運用基金（ 土地開発基金、高額療養貸付基金） に対するものです。

一般会計から特別会計等へ歳出される繰出金は、平成２８年度は介護保険会計、後期高齢者医療会計、
下水道事業会計などの繰出金が増加したため、平成２７年度と比べて２，６０３万円の増となりました。

平成２８年度決算全体では、ピークであった平成２１年度と比べて１億３，２４６万円（ △４．６％）
の減となりました。

健全な財政運営のためには、繰出金の抑制が必要不可欠であり、特別会計においても継続的に事業を見
直し、歳出削減や繰出金以外の収入で賄えるような努力を行っていきます。
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繰 出 金 の 推 移百万円

１５他会計への繰出金
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出所：総務省資料

【 H29. 8. 15現在速報値】

03. 実質公債費比率

一般会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

平成２８年度・ ・ ・ ６．４％（ 平成２７年度 ７．５％）

【 早期健全化基準： ２５．０％ 財政再生基準： ３５．０％】

04. 将来負担比率

一般会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

平成２８年度・ ・ ・ 将来負担比率はありません（ 平成２６年度決算数値 比率なし）

【 早期健全化基準： ３５０．０％】

地方公共団体の財政を適正に運営することを目的として、「 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（ 財
政健全化法） 」 が平成１９年６月に公布され、平成１９年度決算から財政健全化に係る各指標の公表が義務付
けられました。

財政健全化法では、「 早期健全化」 と「 財政再生」 の２段階で財政状況の悪化を確認するとともに、特別会

計や企業会計も合わせた連結決算により、地方公共団体全体の財政状況をより明らかにしようとするもので

す。

01. 実質赤字比率
一般会計を対象とした実質赤字の標準財政規
模に対する比率

平成２８年度・ ・ ・ 赤字額はありません

※早期健全化基準： １３．１３％
※財政再生基準 ： ２０．００％

02. 連結実質赤字比率
市の全会計を対象とした実質赤字（ 又は資金
収支の不足額） の標準財政規模に対する比率

平成２８年度・ ・ ・ 赤字額はありません

※早期健全化基準： １８．１３％
※財政再生基準 ： ３０．００％

１６財政健全化法による４指標
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